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石川県における輸血前後感染症検査の実態
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はじめに
厚生労働省から示されている「輸血療法の実施に関
する指針１）」，および「血液製剤に係る遡及調査ガイド
ライン２）」では，輸血に伴う副作用のうち輸血後肝炎・
ヒト免疫不全ウイルス感染に対して，輸血前後に関連
マーカーの検査および患者検体の保存を行うことが推
奨されている．しかし，輸血前後の感染症検査は各医
療機関により実施状況が大きく異なることが現状であ
る３）４）．
石川県合同輸血療法委員会では，県内の輸血医療の
現状を把握し，輸血医療の質・安全性のより一層の向
上を目指し，委員会発足時より毎年アンケート調査を
行ってきた５）６）．今回，平成 28年度アンケート調査とし
て，石川県内の施設における，輸血前後の感染症検査
の実態を調査したので報告する．

対象と方法
平成 22年から平成 27年に血液製剤の使用実績があ

る石川県内の 154施設に，アンケートを送付した．回
答用紙に直接記入後に郵送，もしくは石川県赤十字血
液センターのホームページ７）より Excelファイルをダウ

ンロードし，入力後のメール添付により回答を得た．
アンケートの内容は図 1に示す．「輸血療法の実施に
関する指針１）」に基づき各施設における輸血関連感染症
検査の実態を探るべく設問とし実施した．

結 果
1．回答施設の内訳
アンケートを送付した 154施設のうち，回答が得ら

れた施設は金沢地区 52施設，能登地区 19施設，加賀
地区 25施設の計 96施設で，回収率は 62.3%であった．
回答のあった施設の病床数別内訳は 0床：14施設，1～
19床：16施設，20～99床：22施設，100～199床：20
施設，200～499床：19施設，500床以上：5施設であっ
た．

2．輸血前感染症検査の状況
輸血前に感染症検査を実施していると回答した施設
は 96施設中 74施設（77.1％）であった．病床数別に見
ると 0床では半数，それ以上の病床数では約 80％の施
設で実施されていた（図 2-Aa）．
検査項目別の実施状況は，B型肝炎では HBs抗原が
最も割合が高く 96.0％（71施設）で実施されており，
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図 1　アンケート内容

HBs抗体は 55.4％（41施設），HBc抗体は 39.2％（29
施設）であった．C型肝炎では HCV抗体の割合が高く
90.5％（67施設）で実施されており，HCVコア抗原は
41.9％（31施設）であった．また，HIV検査を実施し
ている施設は 34施設（46.0%）であり，そのうち 25
施設は輸血前検査，8施設は入院時検査，1施設が術前
検査として行っていた（図 3-a）．
次に，各施設における輸血前感染症検査の実施率に
ついて解析すると，74施設中 71施設より回答があり，
平均実施率は 74.0%であった．36施設では実施率が100％
であり，約半数の施設で全例に輸血前感染症検査が行
われていた（図 4-a）．

3．輸血前検体の保存状況
輸血前検体の保存を行っていると回答した施設は 96

施設中 50施設で約半数であった．病床別に見ると，保
存している施設は 100床未満で 30％未満と低く，100
床以上で 80%以上であった（図 2-Ba）．
輸血前の患者検体の保存方法について解析すると，
採血管種については，「輸血療法の実施に関する指針１）」
で用いてはいけないとされているヘパリン血漿で保存
している施設はなく，最も推奨される血清保存が 40
施設，血漿保存（ヘパリン血漿を除く）が 10施設で，

未開封はこのうち 20施設であった．保存条件は－20℃
以下が 42施設，冷蔵が 8施設であった．保存期間は，
37施設が 2年以上保存を行っていた（図 5-a）．

4．輸血後感染症検査の状況
輸血後に感染症検査を実施していると回答した施設
は 50施設（52.1％）であった．特に 20床未満の施設で
実施割合が低かった（図 2-Ab）．輸血後に検査を行うま
での期間については，2～3カ月以降と回答した施設が
46施設で，4施設は 2カ月未満であった．
検査項目別実施状況は，B型肝炎の HBV核酸増幅検
査は 34施設，C型肝炎の HCVコア抗原は 36施設で実
施されていた．13施設では HBs抗原・HCV抗体・肝
機能検査を行い，陽性となった場合に HBV核酸増幅検
査もしくは HCVコア抗原を行うという手順で実施して
いた．HIV検査については，40施設で実施されていた
（図 3-b）．
次に，輸血後感染症検査の実施を促す通知方法につ
いては，“患者に書面で知らせる”が 24施設，“主治医
に書面もしくは電子カルテを通じて知らせる”が 32
施設，医師が必要と判断しサポートする仕組みとして
“システム的に自動で採血指示が発生する”が 4施設で
あった．輸血管理部門が直接関与する方法として，“輸
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図 2　病床数別 感染症検査の実施（A）および検体保存（B）状況
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血（関連業務）担当者に（医師の指示に基づく）採血
指示の代行入力の権限がある”と回答した施設は 5施
設あった．
各施設における輸血後感染症検査の実施率について
は，50施設中 49施設より回答が得られ，平均実施率は
52.6%であった．実施率 100％の施設は 12施設と全体
の約 1/4であった（図 4-b）．

5．輸血後検体の保存状況
輸血後検体の保存を行っていると回答した施設は 10

施設（10.4％）のみであった（図 2-Bb）．輸血後患者検
体の保存方法は，血清保存 9施設，血漿保存（ヘパリ
ン血漿を除く）1施設で，未開封はこのうち 6施設であっ
た．保存温度は－20℃以下が 9施設，1施設が冷蔵で
あった．保存期間は，7施設が 2年以上保存を行ってい
た（図 5-b）．

考 察
輸血に伴う副作用として，輸血後感染症はこれまで
様々な安全対策８）～１１）が推進されており，輸血の安全性は
向上してきた．平成 26年 8月には，個別 NATが導入

され，ウインドウピリオドは HBVが 34日，HCVが 23
日，HIVが 11日１２）まで短縮された．実際，2015年の日
本赤十字社からの報告では，輸血後感染症と特定され
た症例はHBV・HCV・HIVのいずれも 0例であった１３）．
しかし，ウインドウピリオドをなくすことは不可能で
あるため，これらの輸血後感染症の根絶は難しく，ド
ナーの安全性を確認する最も重要な検査４）であり，また
生物由来製品感染等被害救済制度を受けるためにも，
輸血前後の感染症検査の実施，および患者検体の保存
は不可欠である．
今回のアンケートでは，輸血前の感染症検査は 77.1％
の施設で行われており，輸血後 52.1%に比べ高かった．
また各施設での実施率についても輸血前は平均実施率
74.0％，輸血後は平均実施率 52.6％で輸血前が高かった．
平成 25年度および平成 24年度の石川県アンケート調
査５）６）では，“輸血前後の感染症検査を行っているか”と
いう設問形式をとっていたため，前後の実施率を比較
することは難しかったが，今回のアンケートでその点
を改善し，より詳細な解析が実現した．一方，各施設
での実施率で，0％と回答した施設に実施率を算出して
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図 3　感染症検査の項目別実施状況
HBsAg：HBs 抗原，Anti-HBs：HBs 抗体，Anti-HBc：HBc 抗体，Anti-HCV：HCV
抗体，HCVcrAg：HCVコア抗原，HIV：HIV抗原/抗体，HBV-DNA：HBV核酸増
幅検査，Liver function：肝機能検査
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図 5　患者検体の保存方法
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いない施設も集計されている可能性があり，回答に“不
明”という選択肢を設けるべきであったという反省点
も挙げられる．
全国の医療機関を対象とした 2015年血液製剤使用実
態調査３）によると，輸血前感染症検査は 85.0％の施設，
輸血後感染症検査は 60.9％の施設で実施されており，
今回の石川県における結果はわずかに下回っており，
更なる実施施設数および実施率の向上が望まれるとこ
ろである．また，病床数 20床以上の施設では，輸血前
検査は 80.3％，輸血後検査は 66.7％の施設で実施され
ているが，病床数 20床未満の施設では，輸血前検査は
70.0％で 20床以上の施設とあまり差はなかったが，輸
血後検査は 20.0％の施設でしか実施されていなかった．
2013年の 300床未満の施設に焦点を当てた血液製剤使

用実態調査報告４）でも同様に，輸血後の感染症検査は病
床規模が小さいほど実施率が低く，20床未満の有床診
療所 16.9％，無床診療所 15.3％と報告されている．小
規模施設では，輸血を行った患者に対するフォローアッ
プ態勢の整備不足や，輸血に関する専門的な知識を持っ
た職員の不足などが要因として考えられるが，患者自
身ひいては輸血医療の安全性のためにも，小規模施設
での輸血後検査の実施率向上が急務である．
輸血前検査項目については，HBs抗原・HCV抗体が
9割以上の施設で行われていたが，HBs抗体・HBc
抗体・HCVコア抗原・HIV検査は約半数でしか実施さ
れていなかった．この結果は，過去の石川県アンケー
ト調査でも同様の傾向にあった５）６）が，HBs抗体・HBc
抗体・HCVコア抗原・HIV検査の実施率はいずれも過
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去に比べ 10%程度上昇しており，少しずつではあるが
これらの項目の重要性が浸透してきていると思われた．
しかし近年，免疫抑制や化学療法により発症する B
型肝炎（de novo B型肝炎）が多数報告されており，免
疫抑制や化学療法を行う症例では，貧血も伴うことか
ら輸血が実施される場合が多い．また，de novo B型肝
炎に限らず，HBs抗原陰性の HBVキャリアも存在し，
輸血による HBV感染と HBV既往感染者を区別するた
めには，HBs抗原のみでは特定することが難しく１４），そ
れぞれのマーカーの特性も考慮すると，輸血を行う全
症例において全てのマーカーの実施率をより向上させ
ていく必要がある．
輸血前の感染症検査として測定されるHBs抗原・HCV
抗体などの項目は，入院時や術前検査として実施され
ることが多い．今回のアンケートでは“輸血前”の感
染症検査を行っているかという表現を用いたため，フ
リーコメントとして入院時検査として行っていると回
答する施設があり，設問の設定に不足があったと思わ
れた．施設によって感染症検査の目的は異なるので，
“入院時検査として”や“術前検査として”という回答
の選択肢を設けた方がより詳細な解析を行えた．
輸血後感染症検査の実施を促す通知方法は，実施率
向上のため課題としている医療機関が多い．今回のア
ンケートでは，患者もしくは医師に書面，もしくは電
子カルテを通じて知らせ，医師の指示に基づく採血指
示に輸血管理部門が関与しない施設が多いことがわかっ
た．近年，電子カルテシステムおよび輸血管理システ
ムの導入・進化により，採血指示の支援を行うことが
可能となってきている．実際，電子カルテシステムで，
輸血から 3カ月経過した患者のカルテ画面を開くと輸
血後感染症検査実施を促すアラートが表示され，直接
検体検査オーダー画面に移行し輸血後感染症検査のセッ
ト依頼ができるように改良したことで，検査実施率が
向上したとの報告もある１５）．しかし，小規模施設では実
現が難しく，また輸血管理部門自体が設置されていな
い施設も多いため，輸血に携わる医療従事者が職種に
関係なく関わっていくことが必要とされる．
検体の保存については，輸血前検体は約半数，輸血
後検体は 1割の施設でしか保存がなされていなかった．
保存を行っている施設では，7割以上が指針に沿った適
切な条件で保存を行っていた．輸血後検体の保存は「輸
血療法の実施に関する指針１）」の中でも必須とされてい
ないため，今回のアンケートでも低い割合であったと
思われる．輸血後感染症が疑われた際に，生物由来製
品感染等被害救済制度を利用するためには，輸血との
因果関係の証明が必須であり，輸血前の保存検体によ
る検査が重要となってくる．よって，輸血前検体は，
適切な条件を満たした上での保存を徹底すべきである．

結 語
今回，石川県内の輸血実施施設における輸血前後の
感染症検査，および検体保存の実態を調査した．感染
症検査は，小規模施設での輸血後検査の実施率向上が
重要であり，検体保存についても保存施設数増加のた
め，石川県合同輸血療法委員会より広く働きかけを行っ
ていく必要がある．
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